
　　　　　　　ベル・システムの解体

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　山　ロ　一　臣

　　１．序

　1982年１月８日に，ベル・システムと司法省との間で1974年以来争って

きた第３次反トラスト訴訟に合意がみられた。この1982年同意審決の条項

に従って，ＡＴ＆Ｔは22社のＢＯＣ（ベル電話会社）の市内業務を手放すこと

を余儀なくされるが，同社の長距離回線部門, WE (ウェスタン・エレクト

リック社），ベル研究所を引続き所有するとともに，1956年同意審決によっ

てＡＴ＆Ｔに課されていた拘束を取除かれる。つまりＡＴ＆Ｔは，50万人の

従業員と800億ドルの資産を持つ市内業務を手放すという，きわめてドラ

スチックな組織再編成を実施することになるわけだが，それと引換えに，

今後急速な成長が期待される情報処理産業への参入を認められることにな

る。実はこれがＡＴ＆Ｔの真の狙いで，同社は年間成長率４パーセントと

いう市内業務を棄てても，情報時代の広範かつ高成長市場への進出を選択

したわけである1）。

　実際の分割は1984年１月１日に実施されたが，20世紀最大の企業分割と

いわれるベル・システムの解体はどのような要因に基づいて意志決定さ

れ，この企業変革の壮大なドラマはいかなるプロセスを経て実行されたの

であろうか。図表１は，ベル・システムの解体をもたらした関連要因を一

表にまとめたもので，以下のごとく様々な要因を指摘できる。すなわち，

（1）ＭＣＩ（マイクロウェーブ・コミュニケーションズ社）を始めとするライバ

ル企業の自由競争促進努力にＡＴ＆Ｔの対応がことごとく失敗したこと，

（2）1979年２月に，ＡＴ＆Ｔのトップが妥協を認めない強硬なデバッツ会
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長から柔軟路線のブラウン会長に交替したこと，（3）1978年以来の連邦議

会における通信法の抜本的改正立法論議の一環として，ＡＴ＆Ｔにとり最

悪の事態が予想されるワース下院法案が上程されたこと, (4)司法省のグ

リーン判事が1981年９月，数年間におよぶ詳細な審理ののち，ＡＴ＆Ｔは長

期にわたって機器市場や相互接続など種々の点で反トラスト法に違反して

きたとのＡＴ＆Ｔ有罪の心証を明らかにしたこと，（5）1981年２月に司法

省反トラスト局長に就任したバクスターが規制分野と競争分野を峻別する

理想主義者で，ＡＴ＆Ｔは彼の提案した水平的分割案を「最上の選択」とし

て司法省との協議により修正同意審決を確定したこと，などである。本論

文の課題は，これらの関連をより明確にすることにある２）。

　　２．対照的な経営者デバッッとブラウン

　（1）デバッツ時代：公益事業形態と独占体制の保全

　　　（1972年４月１日－1979年１月31日）

　根っからの技術者で沈思黙考型の人間であった前任会長のロムネス

　(H. I.Romnes)とは違って，ジョン・Ｄ・デバッツ（Ｊｏｈｎ Ｄ. de Butts)はも

のをずけずけと言い，挑戦的で尊大な人間であった。　ロムネスの電話会社

歴は，ベル研究所，ＡＴ＆Ｔ本社，ＷＥを中心にわずか１年足らずであった

が，デバッツはベル・システムの各社で25年も過した生え抜きであった。

彼はノースカロライナ州グリーンズボロに生まれ，バージュア軍事専門学

校で教育を受けた。彼の最初の仕事は1936年にバージュアのチェサピーク

・アント｀・ポトマック電話会社での呼量の調査であったが，その後ニュー

ョーク・テレホンやイリノイ・ベルで働いてきた。 1950年代にデバッツ

は，政府関係部門スタッフの一人としてワシントンD. C.で１年過したこ

とがあるが，彼の経験のほとんどは現業，つまり電話ビジネスの運営で

あった。彼は，1966年にブロードウェイ195番地のＡＴ＆Ｔ本社入りをし，

翌年に副会長となった。こうして1972年４月１日，デバッツはロムネスと
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はだいぶ違った認識をもって会長の職についた。技術やネットワーク設計

はデバッツの任務の中心ではなく，ＡＴ＆Ｔとベル電話会社との関係が彼

の主な仕事であった3)。

　図表２は，デバッツ会長の在任期間７年間におけるＡＴ＆Ｔの事業成果

の概要であり，図表３は，それらをグラフによって示したものである。デ

バッツは，ベル・システムの事業の現状について株主に報告する最後の機

会となった1978年度年次報告書の中で，自分の功績について次のように述

べていた4)。

　　　　｢過去７年間にわたって，１株当たりの利益は平均年率10.2パーセントの

　　加を示した。 1978年の１株当たり利益7.74ドルは，1971年のほぼ２倍である。

　　　1971年以降，年間株式配当金額は６回にわたって増額され，２ドル60セント

　　から４ドル60セントにふえた。これは，同じ期間における生活費の上昇を上回

　　る増配であった。

　　　利益の増加に伴って，ＡＴ＆Ｔ株の市場価格の上昇が1975年から始まった。こ

　　れによって，普通株の増資によるＡＴ＆Ｔの資金調達能力は強化された。　した

　　がって，社債発行による資金調達に余裕ができた。　このことは，いつの日に

　　か，われわれの事業に役立つことになるものと思われる。｣

　　　　｢需要について言えば……過去７年間の各年度において，ベル電話会社は前

　　年比平均８パーセント増の事業量を取り扱った。1971年末現在のベル・システ

　　ムの運用電話概数は１億個だったが，今日その数は１億3,300万個にふえてい

　　る。｣

　　　　｢1971年以降，消費者物価指数が61パーセント上昇したにもかかわらず，電

　　話サービスの料金は平均してわずか29パーセントしか値上げされていないとい

　　う事実は，ベル・システムの統合された組織構造が可能にしている能率向上に

　　よって，顧客サービスの価値と株主の投資収益を増大させる機会をけっして見

　　逃さないというわれわれの不断の決意を示すなによりの証拠である。

　　　現在，ベル・システムの統合された組織構造は，裁判所，規制委員会および

　　議会で非難攻撃されている。こういったことは，これまでにも時々あったこと
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図表３　デバッツ時代のＡＴ＆Ｔ事業成果（1972－1978年）
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　　である。過去７年間のベル・システムの業績は，統合された組織構造によらな

　　ければ，アメリカ国民はこんなにも安い料金で，こんなにもすぐれたサービス

　　の提供を受けることができないという歴然とした事実に，さらに新たな証拠を

　　加えたに過ぎない。

　　　……全国的電話交換網の運営面の完全さ，あるいはサービス提供の過程を組

　　織的に管理するための組織構造の完全さを著しく損うようなことは，議会，規

　　制委員会および電気通信事業自体の指導者たちの良識が許すはずがないと，私

　　は確信している。」

　以上の記述から，デバッツの基本戦略は明らかである。彼は，その半生

をベル・システムの中で過してきたため，公益事業体としてのベルの伝統

を堅持することこそ彼の任務であると考えていた。　したがってロムネスは

競争を受人れたが，デバッツは会長就任以来，一貫して競争には反対の態

度を表明してきた。彼の多くのスピーチや非公式な発言からは，彼が将来

よりも過去に目を向けていたことがうかがえる。例えば，1973年９月にシ

アトルで開催された全国公益事業規制委員協会（ＮＡＲＵＣ）大会でのデバッ

ツの競争反対演説は，当時のアメリカ政府関係者に大きな反響を呼ぶこと

になった。デバッツは，シアトルの演説を1927年ＮＡＲＵＣ大会での前

ＡＴ＆Ｔ会長ウォルター・ギフォードの演説の引用から始めた。すなわち，

　「ベル・システムはいついかなる時でも，適切で，信頼性の高い，満足の

いくサービスを提供しなければならないという『並外れた責務』を負うて

いる。したがってＡＴ＆Ｔは，今日では競争に反対し，規制を好む責務を有

している。」と述べている。さらにデバッツは，非ベル系端末機器が通信

ネットワークの劣化を引起こしているとするデータを引用して，「自営端

末機器の激増によって生じたネットワーク効率の低下には耐えられない

し，ベル・システムの端末機器商戦での損失による財務上の負担は，いず

れ市内通話料に転嫁されることになろう」と聴衆に向かって警告を発した。

専用線分野における競争についても，「ＭＣＩ（マイクロウェーブ・コミュニ
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ケーションズ社）がシカゴ・セントルイス間で専用線サービスを提供してい

る状況を競争と呼ぶことは，いかなる辞書の定義にもあてはまらない。な

ぜなら，ベル･システムは応戦できないからだ。このためＡＴ＆Ｔは，1973

年２月にハイ・ロー料金制（収益性の高いルートと収益性の低いルートに分け，

それぞれのコストに見合った料金を課す料金体制で，1974年６月13日から発効）を

申請したが９月になってもまだ認可されていない。これは競争ではなく，

　『政府による市場割当て』であり『しくまれた競争』である」と指摘して

いる。いずれにしてもデバッツの結論は，電気通信分野での競争の可能性

と将来性を「体系的に評価するのに十分なモラトリアムをする時期が来

た」とし，その体系的な評価は連邦議会でなされるべきであり，その間，

州や連邦の規制機関はその結論を持つべきであるというものであった5）。

　こうしたデバッツの交戦的な態度は，ライバル企業の自由競争戦略に対

するＡＴ＆Ｔの厳しい対応となって表れた。例えば, MCIは1973年12月31

日に連邦地裁に提訴して勝訴し，州際専用線の片側をＡＴ＆Ｔの公衆電話

網と相互接続するサービス（ＦＸサービス）を開始したが，ＡＴ＆Ｔは上訴し

た控訴裁で反対に勝訴したため，直ちにＭＣＩが既に10－15の顧客に提供

中のＦＸサービスの相互接続を切断した。デバッツは，後にこの性急な行

為について大いに後悔することになるが，ＡＴ＆Ｔは明らかにその小さな

競争者のプラグを唐突に引抜くことによって，間もなくより大きなリスク

に身を委ねることになる。すなわち，これによってＭＣＩはＡＴ＆Ｔに反ト

ラスト訴訟（私訴）を提起する一方，司法省に働きかけて同省のＡＴ＆Ｔ反

トラスト訴訟開始を促進する契機とした。またＭＣＩに続きデイトラン社

もＡＴ＆Ｔに相互接続を拒否されて司法省に苦情を申立て，これらが

ＡＴ＆Ｔに対する司法省の敵対心をかきたてる結果となったのである6）。

　またさらに1975年１月，ＭＣＩはエグゼキュネットと称する通信サービス

を開始した。これは，顧客にプッシュホンがあれば誰でもベル系電諸会社

の加入電話を使って最寄りのＭＣＩセンターを呼出し，ＡＴ＆Ｔの長距離回
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線を迂回して, MCIサービスの提供都市に所在するいずれのベル系加入者

とも電話ができるというものである。同年７月にＦＣＣは，この種のサー

ビスは電話会社だけにしか認められておらずエグゼキュネットは違法であ

ると裁決したが, MCIはこれを不服としてワシントン連邦高裁に控訴し，

結局1978年に高裁がＦＣＣの主張を却下し，エグゼキュネット回線に対す

る電話会社の相互接続義務を命じた。

　しかし，従来から電話会社では市外通話の利益で市内サービスの赤字を

補填しており，電話会社の市内設備を他の専用線通信事業者に貸して，こ

れで市外サービスをＡＴ＆Ｔより安い価格でやられてはたまらない。そこ

でＡＴ＆Ｔは，1978年５月に州際アクセス用交換網設備タリフ（ＥＮＦＩＡ料金

制）をＦＣＣに申請し（90日後に発効），これによってエグゼキュネット・

サービスにもＡＴ＆Ｔの長距離部門に割当てられる市外接続料と同等の料

金を課すことが認められるようになった。　しかし，実際にはイコール・ア

クセスではないことから（エグゼキュネットに接続するためにはプッシュボタ

ン式電話根からでないと利用できないこと，他の専用線会社の客のダイヤル数は

ＡＴ＆Ｔ長距離部門より余計になること等），特殊通信事業者は彼らの合計した

収益が１億１千万ドルを越えるまで，ＡＴ＆Ｔ長距離部門が市外通話サー

ビスの市内接続に支払う費用の35パーセント，収入が２億５千万ドルまで

は45パーセント，その後は55パーセントを支払うものとなった。こうした

両者の激しい攻防の結果，エグゼキュネット以前は競争が端末機器と専用

線の分野に限られていたが，これ以後はベル活動の核心である長距離通話

サービスの分野にまで競争が拡大されるようになり，その影響は極めて甚

大であった7）。

　以上のごとく，デバッツ時代のＡＴ＆Ｔはあらゆる競争導入をかたくな

に拒み，ネットワーク，端末機器の一部の市場への競争導入をテコとした

競争の拡大に最大限の抵抗を示したことが，後に反トラスト法に基づく解

体にまで追込まれていく要因となった。ＡＴ＆Ｔ側が競争導入，自由化にこ
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とごとく反対してきたことに見られるように，電気通信環境の変化に対す

る認識の不十分さや対応のまずさも明らかであった。自らをヴェイルに疑

したデバッツが，巨大な投資を要するハード中心の公益独占時代のベルに

固執したため，ハードのウエイトが低くなりソフトとかマーケティングヘ

重点が移行しているという時代のトレンドを見誤ったという指摘もある。

ＡＴ＆Ｔが強硬になればなるほどその巨大なプレゼンスがマイナスのイ

メージを強め，世論を味方につけることができず四面楚歌の中で分割を決

断せざるを得なくなっていったのである8)。

　(2)ブラウン時代：競争的通信事業形態への変身と組織再編

　　　(1979年２月１日－1986年８月31日)

　チャールズ・Ｌ．ブラウン(Charles Ｌ.Brown)は1979年２月１日に

ＡＴ＆Ｔ会長に選任されたが，その後，独禁法抗争とベル・システムの解体

という激動期のトップとして劇的な経験を重ねることになる。 ＡＴ＆Ｔと

の関わりは，彼がまだバージニア大学の学生だった頃，夏休みを利用して

ＡＴ＆Ｔの建設工事の労働者としてアルバイトを始めた1939年にさかのぼ

る。その後第二次大戦中，海軍で３年間兵役を務め，1945年に工学士の学

位を得てバージュア大学を卒業した。 1946年にＡＴ＆Ｔに正式に入社し，

アメリカの各地でさまざまな仕事を割当てられ，底辺からトップまで

ＡＴ＆Ｔの業務のほとんどすべての面を経験した。そしてイリノイ・ベル

の社長を経て1976年からＡＴ＆Ｔ本社の財務担当重役となり，1977年４月

にデバッツ会長の下，社長の地位に就いた。ブラウンは，訓練によって

ネットワーク技師となり，経験によってデバッツと同様に経営者となった。

両者が似ているのは，そこまでであった。デバッツは社交的で感情的であ

るのに対し，ブラウンは落ち着いており，理性的でしかも柔軟な思考の持

主であった。デバッツはベルの伝統を一筋に堅持しようと努力したが，ブ

ラウンはＡＴ＆Ｔとベル・システムを新しい方向に導こうと考えていた9)。
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　ブラウンがＡＴ＆Ｔ会長に就任して間もなく，彼は全国電話協同組合協

会(National Telephone Cooperative Association)において，「私は競争主義者

であるｰそして私は予感と確信をもって市場を興奮させるものを期待し

ている。……競争はますます拡大しており，それはわれわれのビジネスに

おける生きた事実である」と「新しいリアリズム」の考えを発表し，これ

によってヴェイルのシステムを公的に承認してもらおうとするデバッツの

試みを一掃した10）。　ブラウンはまた，彼にとって最初の年次報告書となる

1979年度の取締役会長報告の中で次のように述べていた。

　　　　「1979年はベル・システムの組織と事業運営方法を改革し，われわれの技術

　　の所産ともいえる情報時代がもたらす好機を実現するわれわれの能力確保に向

　　かって前進した年であった。事実，1979年はベル・システムの歴史の転換期と

　　して人々の記憶に残るものと思われる。1979年中に，各関連会社の間で多少の

　　違いはあったが，われわれの事業の基本的な組織改革は完了した。」

　　　　「われわれとしては，競争が適当だと認められる分野で競争を行うための方

　　法を見つけるために真剣に努力している。　このためわれわれは，規制を受けて

　　いるサービスと規制を受けていないサービスを分離し，そうすることによっ

　　て，両サービスの間での内部相互補助(cross subsidy)を懸念している競争業

　　者の不安を取除くため，さらに組織改革を行う用意があることを明らかにし

　　た。JH）

　以上によって，ブラウンの基本戦略は明らかである。もはや競争を非難

しても無意味であった。競争への反撃はかえって反トラスト訴訟の攻撃の

的となり，むしろ競争を受容してそれに応じた組織変革こそが重要であっ

た。彼はまた，データ伝送や特殊ビジネス・サービスに対するベル・シス

テムヘの需要が通常の電話業務より増大しつつあることにも気付いていた。

したがってブラウンは，ＡＴ＆Ｔの管理者の大半が，これまでの職能別組織

をヴェイルの長く続いてきた公衆通信事業を中心とする経営戦略と同様に
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永久的なものと考えていた時，新しいそしてよりマーケット志向賄な組織

再編の必要性を強く認識していた。規制下では，すべての小口顧客が規制

システムを通じて電話サービスに対し重要な影響力を行使するが，競争下

では大口顧客が最大のインパクトを与えるはずであった。競争の圧力は，

ベル・システムがより市場指向的にならなければならないことを意味し，

消費者ニーズを充足するための組織再編を要請する12）。

　図表４は，1907－1978年におけるＡＴ＆Ｔの組織構造の変遷過程を示し

たものである。ＡＴ＆Ｔの組織は1909年のヴェイルによる再編成以来，施設

部門，運用部門，営業部門の三大職能組織をとってマーケティング機能が

異なる部門間に分割され，現場の経験は製品開発にほとんど影響を与えて

いなかった。 ＡＴ＆Ｔの組織変革の第１歩はデバッツ時代の1973年，顧客

サービス志向(customer serviceorientation)体制への移行であった。この組
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織は「顧客サービス，ネットワーク・サービス，交換手扱いサービス組

織」とも云われ，職能ラインよりも業務の流れを重視するものであった。

　「顧客サービス部門」は端末機器と加入者線（電話加入者と電話交換局との間

の回線）に係わるすべての業務を包摂し，以前は建設や技術の機能が別々

の部署で行われていたが，顧客サービス・マネジャーが施設管理や日常の

運用を管理するようになった。「ネットワーク・サービス部門」はネット

ワークの設計，エンジュアリングといった市外交換台間の業務を担当し，

　「交換手扱いサービス部門」は電話交換手を含むその他の全サービス業務

を担当する。デバッツはベル・システムの変革を促進しようと決意してい

たが，ベル・システムの公益事業形態まで放棄しようとは思い至らなかっ

た。実際，彼の構想の中心は伝統の再評価であった。したがって1973年の

組織再編はベル・システムの方向を変えるものではなく，以前として職能

中心の組織にマーケティング志向を加味したものにすぎなかった１３）。

　ＡＴ＆Ｔの事業運営環境が独占から競争へと大きく移行したのに対応す

るため，ブラウンはデバッッ会長の意向を受け，1978年組織再編を積極的

に推進した。これが1973年の組織再編と異なるところは，次の３点である。

（1）事務用顧客と住宅用顧客が独立した顧客グループとして選定されたこと，

（2）回線網サービスが１つの市場顧客別グループとしてでなく，支援サービ

スとして明確に確認されたこと，（3）各顧客グループがマーケティングおよ

び顧客サービスを含むことである。この組織再編は1978年２月にＡＴ＆Ｔ

会長から発表され，同年末からＡＴ＆Ｔ本社を皮切りに，各電話会社，ベル

研究所へと順次実施されていった。1978年の組織再編は，1973年計画の単

なる追加ではない。 1973年の組織再編は，会社組織の基本的な部分の多く

はそのままであり，しかも伝統的な価値体系が深くしみ込んでいた。内部

的に強調されたのは好ましい公益事業に相応しい経営ということであり，

競争的企業に必要なマーケット指向的な意志決定ではなかった。これに対

して1978年の組織再編は，例えば住宅用市場（規制市場）と業務用市場［非
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規制市場)の分離にみられるように，すべての顧客を等しく扱うよう義務

づけていた公益事業の立場を放棄するものであった。つまり1978年計画そ

れ自身は，ＡＴ＆Ｔを専業の公益事業体から脱却させて，公益事業および競

争的通信事業の両者兼業の事業形態に変革し，事業の焦点を主として業務

用ニーズに合せ，それに応じて組織を画一的，職能的組織から多面的，市

場指向的組織へと転換させることを意図したものであったといえる14)。

　図表５は，ブラウン会長の在任期間７年間におけるＡＴ＆Ｔの事業成果

の概要を示したものであるが，解体前と解体後では，資産規模で1,490億

ドルから390億ドルと約循以下にスリム化されている。　このような重大な

決定がどのような経緯でなされたかについては次節以下で明らかにされる

が，ブラウンは1983年度の年次報告書の中で，過去１世紀にわたって存続

したベル・システムとの決別に対する多少の感慨と今後の情報産業の新し

い進展について，次のように述べていた15)。

　　　　｢1983年12月31日の真夜中の12時に，ベル・システムは歴史の中に消え去っ

　　た。……アメリカのすべての国民に対して，だれでもが容易に支払える料金

　　で，電話サービスを提供するという共通の義務によって長い間結ばれていた

　　ＡＴ＆Ｔとその子会社-すなわちベル・システムーは，世界で最大かつ最

　　良の通信システムをアメリカに提供した。……しかしながら，技術，規制，法

　　律および政治面からの抵抗し難い圧力によって，史上最も成功した大規模な企

　　業組織であったと思われるベル・システムがその終焉を迎えたことは遺憾の念

　　を禁じ得ない。｣

　　　　｢新しいＡＴ＆Ｔの事業は，情報の電子的伝送と処理に対する世界のニーズ

　　を充足することである。われわれは近代的な全国的電気通信施設を提供し，他

　　の長距離通信事業者の匹敵できない広範なサービスを提供するつもりであ

　　る。……われわれが活躍する市場は世界市場だと思っている。われわれは世界

　　的視野に立ってわれわれの事業の諸分野一研究開発，製造，マーケティン

　　グ，販売およびサービスーに取組むつもりである。｣

　　　　　　　　　　　　　－162(15)－



　　３．通信法改正問題の展開

　（1）デバッツ時代の通信法改正論議：消費者通信改革法案（1976年）と

　　　ヴァン・ディアリン第一次法案（1978年）

　競争の導入がますます激しくなることに危機感を抱いていたＡＴ＆Ｔの

デバッツ会長は，従来の「規制下の独占」から「規制緩和の競争促進」へ

とＦＣＣの基本政策の転換が，結局のところ市内電話サービスの料金引上

げに結びつくとの主張を旗印に，パブリック・リレーションや議会キャン

ペーンを積極的に展開した。そして最終的に1976年３月23日，電話会社の

要求として，上院の通商・通信小委員会委員長のヴァンス・ハートク

(Vance Hartke:民主党）議員により，また同年３月25日，下院の国務・司法

・通商歳出小委員会委員長のジョン・スラック（John Slack:民主党）議員に

より，「消費者通信改革法案」(Consumer Communications Reform Ａｃt）をそ

れぞれ上・下院に提出した。これは「ベル法案」とも呼ばれ，その意図す

るところは，いうまでもなく規模の経済と技術的統一性を論拠としつつ，

電話事業の副市場に出現した過重な競争を削減することが，むしろ消費者

への福祉につながるというもので，主な内容は次の６点であった。（1）公衆

通信事業者の回線，施設またはサービスと重複する特殊通信事業者を認可

することは，公共の利益に反する。（2）特殊通信事業者の建設，拡張，改良

を認可する際, FCCは公聴会を開き，それが結果的に料金引上げにならな

いことを明らかにしなければならない。（3）免許申請者は，提供しょうとし

ているサービスが既存の電話・電信会社のサービスと同じものでないこ

と，さらにそれが既存会社の提供できないサービスであることを証明しな

ければならない。（4）端末機器に関する絶対的権限は，ＦＣＣでなく各州の規

制委員会にあることを確認する。（5）提案されている全国的登録制度を排除

し，端末機器メーカーが市内電話施設ヘアクセスすることを拒否し得るよ

うな電話会社のタリフ（料金制）を，州の規制委員会が自由に認可できるよ
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うにする。（6）電話料金決定方法に関して，増分原価を償う料金であれば不

当に安い料金とみなされるべきでない16）。

　以上によって明らかなごとく，この1976年法案は1973年の全国公益事業

規制委員協会（ＮＡＲＵＣ）演説と同様に刺激して議論させるように企画され

ており，そのＮＡＲＵＣ演説でデバッツが明らかにした原則をワシントンで

法的に確実なものとすることを目指していた。すなわちそれは，1934年通

信法の１つの目標，つまりユニバーサル・サービスを他の目標，つまり無

差別な料金設定を犠牲にして強化しようとしたのである。法案提出者のひ

とりであるハートク議員は，「この法案は，むしろ電話産業の直面してい

る問題を議会に持ち出すことに狙いがあるのであって，これが決して唯一

の解決策であるとは思っていないし，むしろ議会がこれを契機にして電気

通信規制政策の研究を一層深めていく刺激となれば良い。」という極めて

控え目な抱負を語っている。ＡＴ＆Ｔの戦略は，法案に対する広範な支持を

集め，委員会の公聴会，討議などを通じて議会に草の根の圧力をかけるこ

とにあったが，しかしその一方でデバッツは，硬直的な姿勢で反対勢力に

挑戦したので議会で交渉し妥協する余地はほとんど残されていなかった。

したがって同法案に対しては，ＦＣＣのみならず特殊通信事業者，独立端末

機器メーカー，司法省，コンピュータ・企業機器製造協会，公共利益調査

団体等から強力な反対があった。また丁度この頃，上下両院議会の通信小

委員会においても，消費者通信改革法案に触発される形で電気通信政策の

重要性を認識し，技術革新の進展に伴って，既に現状に適合しなくなって

いた1934年通信法自体を改正するという方向に動き出したため，同法案は

間もなくその「歴史的意義」を残して第94議会で廃案の運命をたどること

となった17）。

　1978－82年における通信法改正立法化の論議の手始めとして，1978年６

月７日，下院通信小委員会のヴァン・ディアリン(Van Deerlin:民主党）委

員長とルイス・フレイ(Louis Frey: 共和党）副委員長の共同提案による
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1978年通信法案（通称，ヴァン・ディアリン第一次法案）が議会に提出された。

この法案の基本方針は，電気通信分野を自由競争の場と考え，「市場力学

が充分機能しない場合に限り規制を行う」というもので，その主な内容は

次の４点であった。（1）ＦＣＣに代るより小規模な規制機関を設置する。（2）

1956年同意審決を廃止し，公衆通信事業者は分離子会社を通じて通信事業

以外の分野にも参入できるようにする。（3）独占的通信事業者（ＡＴ＆Ｔ）は，

機器製造部門（ＷＥ）を分離する。（4）長距離料金から市内電話料金を補助す

るためのファンド（アクセス補償基金）を設ける18）。

　以上のヴァン・ディアリン法案で注目すべき第１の点は，消費者通信改

革法案の提出論拠となっていた，「ＦＣＣ等が進めている競争促進策は，そ

の意図とは逆に住宅用電話料金の値上げに結集する」という主張に対し

て，「市内電話網に接続を行う市外サービスを提供する通信事業者は，す

べてアクセス料を負担することとし，これによって市内住宅用電話料金を

負担可能な水準に維持する」という画期的提案を行い，これを市場競争推

進の裏打としたことである。つまり，この1978年通信法案は，競争導入に

ついてベル法案が行った問題指摘を受け止め，これに対する独自の解決策

を示したうえで，競争導入を今後も一段と促進させるという方向を打出し

たものといえよう。 1978年通信法案の注目すべき第２の点は，この法案の

第333条において，独占的サービスを提供する公衆通信事業者は通信機器

の製造に従事できない旨規定していることで，この規定が実施されれば，

ＡＴ＆ＴはＷＥを手放さなけれぼならなくなる。この規定について，法案

の提案者であるヴァン・ディアリン委員長は，「この第333条の規定のキー

・ワードぱ独占的通信事業者”という言葉であり，もしもＡＴ＆Ｔが独

占的通信事業者でなくなればＡＴ＆ＴはＷＥを手放さなくても良い」と述

べている。つまり，都市間通信サービスにおける競争を拡大してＡＴ＆Ｔ

が独占的通信事業者でなくなれば，ＡＴ＆Ｔの垂直的統合体制は維持でき

るということである。この1978年通信法案は，同小委員会が1976年から進
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めてきた1934年通信法の全面賄改正作業の結果ともいえるもので，全文14

7条, 217頁におよぶ膨大なものであったが，電気通信分野における「規制

の大幅な撤廃」と「競争政策の導入」を盛り込んだ内容であったため

ＡＴ＆Ｔの猛反対に会い，第95議会で時間切れ廃案となった19）。

　いずれにしても，デバッツ支配下のＡＴ＆Ｔは，依然として望むところ

の規制下の独占による電気通信政策を維持・強化して沸き起こる競争を封

じようとしていたのである。デバッツの政策は一面でＡＴ＆Ｔに高業績を

もたらすことはあったが，議会が産業への競争導入を次々と立法化してい

たその時代に，ＡＴ＆Ｔが競争者を飲み込み，公的に認められた独占企業の

主役であることだけを主張して，その結果，政治的，法的問題のぬかるみ

にはまり込ませる誘因となったことは重大といわなければならない2o）。

　（2）ブラウン時代の通信法改正論議:1979年通信３法案と1981年通信法

　　　案（パックウッド法案とワース法案）

　ベル法案が廃案となったその余波がまだ残っている時，下院の電気通信

委員会に属する法律家たちは，ＡＴ＆Ｔ内部で世代の違いにより意見を対

立させている幹部グループを「レッドチーム」「ブルーチーム」と呼び始め

た。「レッドチーム」とはデバッツ世代のグループで，ベル・システムの

サービスの伝統を信じ，如何なる競争も受入れないように可能なかぎり

戦っていこうとする幹部により構成されていた。　これに対して「ブルー

チーム」はブラウンにより指導されているグループで，電話機器競争とエ

グゼキュネットに対するＡＴ＆Ｔのとった対応は重大な誤りであったと考

えていた。ＡＴ＆Ｔの電話競争における立場を議会やＦＣＣに対し固持して

いくことは非常に困難な状況になっていたし，妥協すべき時期が来ている

ことは明らかであった。「ブルーチーム」は，電話業界における競争に対し

強力かつ横柄に抵抗していたデバッツら感情的で独占主義者たちからなる

　「レッドチーム」の時代は去り，今やブラウン率いる「ブルーチーム」の
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冷静でプラグマチズムの時代が到来したことを確信していた21）。

　ブラウンはＡＴ＆Ｔ会長就任直後から，彼の注意を議会に向けていた。

そしてＡＴ＆Ｔの関心が，（1）基幹ネットワークの管理体制を維持すること，

（2）ベル・システムの垂直的および水平的統合を維持すること，（3）その活動

上の不合理な制約を回避すること（すなわち，1956年同意審決の除去）の以上

３点であることを明確にしながら，議会に対して積極的なロビー活動を展

開した。つまりブラウンは，一方で公益事業体としての責務を果すために

容認された垂直的・水平的統合体制の維持をはかりつつ，他方で1956年同

意審決の拘束から脱して競争市場へ自由参入をはかるべく，議会での有利

な立法化を願っていたのである。その結果，1979年３月12日に上院の通信

小委員会によって1934年通信法の部分修正を内容とする２つの法案が提出

された。　１つはアーネスト・Ｆ．ホリングス(Ernest Ｆ.Hollings:民主党）委

員長による1979年通信法修正法案（通称，ホリングス法案）であり，もう１つ

はバリー・ゴールドウォーター(Barry Goldwater: 共和党）議員による「1

979年電気通信の競争促進および規制緩和法案」（通称，ゴールドウォーター

法案）である。また下院においても，同年３月29日に通信小委員会のヴァ

ン・ディアリン委員長による1934年通信法の全面改定を内容としている19

79年通信法案（通称，ヴァン・ディアリン第二次法案）が提出された。　これら

３法案は，法案趣旨の力点，その達成手段等に関して若干の差異はみられ

たが，1978年法案の改正原則ともいうべき「競争の促進」と「必要最小限

の規制」という基本方針において一致していた22）。　3法案（但し，ゴールド

ウォーター法案は，むしろ放送関係法の刷新に重点を置いた法案であった。）に共

通する最も重要な論点は次の２つに要約できる。すなわち，（1）規制対象・

範囲の明確化であり，（2）独占的サービスを提供する通信事業者の競争サー

ビスヘの参入にいかなる制約を課すべきかという問題である。前者（1）につ

いて，ヴァン・ディアリン第二次法案は，支配的通信事業者のみを規制

し，また上院２法案も，通信事業者を有効な競争の存在するサービスのみ
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を提供するものと，非競争的サービスを提供するものとに二分類し，後者

のみを規制することとした。ここに支配的通信事業者ないし非競争的サー

ビスとは，ＡＴ＆Ｔが提供する一般市外電話サービス(州の管轄下にある市内

サービスと結合して全国ネットワークサービスを形成する基幹サービス)のみを

意味し，それに規制を限定することによって，他方で競争の促進という法

案の基本方針を再確認したともいえる。次いで後者(2)の問題について，３

法案は，いかなる通信事業者も規制されないあらゆるサービスを提供し得

ることと規定し，これによってＡＴ＆Ｔは，自動的に1956年同意審決の拘

束から脱することになった。その際，支配的通信事業者と系列会社は一定

の距離(arm's length)を置き，完全分離子会社によることを強く求められ

た(なお３法案は早期成立をめざし，最も論争のあるＷＥ社分離条項をいずれも削

除)。ブラウン会長と接触のあったヴァン・ディアリン議員の当初提案は，

(1)全国的ネットワークの維持，管理のための電話会社の協同活動に反トラ

スト法の適用免除を保証していたこと, (2)会計上充分な措置を講じるなら

必ずしも分離子会社を条件としないこと等，ＡＴ＆Ｔ寄りの規定を幾つか

設けていたが，のちに通信小委員会の公聴会で他の利害関係者の批判に

よっていずれも削除され，内容的には上院法案と類似したものに修正され

たためＡＴ＆Ｔの協力を得られなかった。いずれにしても，1979年通信３

法案については支配的通信事業者たるＡＴ＆Ｔの取り扱いが穏やかすぎ，

分離子会社程度の分割では同社の各競争市場における圧倒的支配力を排除

できないという理由で否決され，第96議会ではすべて会期切れ，廃案と

　1980年秋に行われた総選挙の結果，通信法改正問題に影響力を行使し得

る立場にある人々の大がかりな移動があった。すなわち，(1)親ＡＴ＆Ｔと

いわれるレーガン共和党政権が誕生したこと，(2)上院においては多数党が

民主党から共和党に交替し，親ＡＴ＆Ｔのバリー・ゴールドウォーター
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(Barry Goldwater: 共和党）議員が通信小委員会に就任したこと,(3)しかし下

院では逆に，1976年以来常に通信法改正問題の中心的立場にあったヴァン

・ディアリン前通信小委員会が落選し，その後任に反ＡＴ＆Ｔの考えを持

つといわれるティモシー・ワース(Timothy Wirth :民主党）議員が就任した

こと等である24）。

　1981年４月７日，ロバート・パックウッド(Robert Ｐａｃｋｗｏｏｄ:共和党）上

院商務委員長，ゴールドウォーター通信小委員長など４人の共同提案にな

る「電気通信の競争および非規制下に関する1981年法案」（通称，パック

ウッド法案）が上院に上程された。この法案は，新たに上院の多数党となっ

た共和党が作成したもので，４月の上程以降，レーガン政権の強力な支援

を得て審議が推進され，僅か半年後の同年10月７日，1976年以来の通信法

改正審議において初めて本会議の議決にこぎつけたものである。同法案の

内容は，競争の促進，支配的通信事業者への規制の限定，その競争市場へ

の参入要件は完全分離子会社による等，第96議会の下院で審議されたヴァ

ン・ディアリン第二次法案をそのまま受継いだもので，当初案に対しては

ＡＴ＆Ｔ寄りに過ぎるとの批判を受けていた25）。その後，司法省の要求に基

づき，ＡＴ＆Ｔの部品調達政策および回線相互接続条件に関する規定が追

加されるなどの修正がなされたことによって，上院内で同法案を支持する

幅広いコンセンサスが生まれ，本会議においては90対４という大差の可決

を勝取る結果となった。パックウッド法案は子会社の分離条件として幾つ

かの規定を設けていたが，ＡＴ＆Ｔによる子会社株式の100パーセント所有

を禁止しておらず，また非規制子会社による伝送施設の所有も禁止してい

ないなどまだまだ穏やかで，「ベル法案」的色彩を強く残していた26）。

　一方，下院においては，新任のワース通信小委員長が1981年12月10日に

1981年通信法（通称，ワース法案）を上程した。それに先立つ11月上旬，下

院通信小委員会のスタッフが作成した「過渡期の電気通信：電気通信産業

における競争の実態」と題するレポートが議会に提出されたが，それは端
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末市場およびデータ処理市場における競争が不十分であること，またこれ

らの市場へのＡＴ＆Ｔの参入を認めながらも，同社の絶対的規模とその際

立った市場支配力から見て，現在の規制体制下で参入させることは危険で

あるとの見解を示していた。こうした指摘に対し，上院は特段の配慮を払

うことなくパックウッド法案を可決してしまったが，ワース委員長はこの

レポートの趣旨をワース法案に盛り込む方針をとった。　ワース法案の最大

の特徴は，有効な競争環境を実現するためにはＡＴ＆Ｔに対しより効果的

な規制を課す必要があるとして，ＡＴ＆Ｔとその非規制子会社の間に次の

ような規定を設けて，分離条件を強化したことである。(1)子会社は５人以

上の役員からなる取締役会を有するものとし，支配的通信事業者(ＡＴ＆Ｔ)

の役員は当該子会社の役員の割合の50パーセント以下でなければならない。

(2)支配的通信事業者と子会社の取引条件は，第３者の取引条件と同一とす

る。(3)非規制サービスが規制サービスに影響を及ぼしてはならない。(4)子

会社は支配的通信事業者と職員,財務構造,資産を共有してはならない。(5)

子会社はＦＣＣの承認を受けて有価証券を発行できるが，支配的通信事業

者は時価でなければそれを取得できない。(6)支配的通信事業者は，本法の

要件に合致した子会社を通じてのみ伝送サービスを提供し，伝送施設を所

有・運営することができる。以上のことから，両者の関係は子会社という

より別会社の関係に近く，このうち特に(6)は，これまでの法案条項を大き

く踏越えてＡＴ＆Ｔの規制市外伝送サービス事業に完全分離子会社要件を

課したことを意味し，ＡＴ＆Ｔに対して厳しい意見を持つといわれるワー

ス通信小委員長の態度がこのような形で表れているとも考えられる27)。

　ワース法案が下院通信小委員会を通過するやいなや，ＡＴ＆Ｔのブラウ

ン会長は猛然と法案反対のキャンペーンを展開し始めた。ブラウンはとり

わけ，長距離回線部門を完全分離子会社とする条項(第251条)に反感を強

め，これを悪法と呼び社内は無論，ＯＢ，株主も巻き込んだ大々的な法案反

対運動を開始した。ブラウンの反対活動は委員会審議の引延し作戦とも
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なって表れ，通常は省略される本委員会での法案全文の読上げに細かい修

正を加えるという手段を使って審議日程を狂わせた。 1982年は選挙の年で

あり，実際上の審議期間は９月一杯までと見られていた。ワース通信小委

員長は，この間に商務委員会を通過させ，本議会，上院との協議を澄ませ

ねばならないが，上院ゴールドウォーター通信小委員長はワース法案に反

対していたので両院協議は困難が予想された。そのうえ,第1ステップの商

務委員会も予算関連の審議が最優先となり，審議に入ったのはやっと６月

17日のことであった。パックウッド法案が既に上院本会議を通過していた

ので今議会中に法案成立かと期待されたが，こうしたＡＴ＆Ｔ側の激しい

抵抗によってワース委員長は1982年７月20日に自ら法案審議の取下げを宣

言し，これによって第97議会中の通信法改正立法は不可能となった。

　かくして，議会による電気通信政策の立法化はまたしても失敗すること

になるが，既に1981年末から1982年初頭にかけてのブラウンの最大の関心

は，司法省対ＡＴ＆Ｔの和解についてのグリーン判事による同意審決の承

認という裁判所における電気通信政策の形成へと大きく移っていたのであ

る28）。

　　4.第３次反トラスト訴訟とベル・システムの解体過程

　（1）デバッツ時代の反トラスト訴訟：窓口論争と開示手続の開始

　1974年11月20日，原告である司法省はＡＴ＆Ｔ,ＷＥ,ベル研究所を被告と

し，ＢＯＣ（ベル電話会社）を共謀者とする第３回目の反トラスト訴訟

（シャーマン法第２条違反）をワシントン連邦地裁（ワシントンのコロンビア特

別地区連邦地方裁判所）に提訴した。この訴訟において司法省が被告に対し

て行った要求は，次の３点であった。（1）ＡＴ＆ＴはＷＥのすべてを手放

し，またＷＥは電気通信機器の製造・販売に競争を導入するため製造活動

と資産を分割されるべきである。（2）ＡＴ＆Ｔは電気通信サービスと電気通

信機器に競争を導入するため，その長距離部門の一部ないし全部とBOC
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の一部ないしは全部とを資本的・資産的に分離する。（3）シャーマン法第５

条に従って裁判所がベル研究所に対する勧告を命じ，べル研究所は原告の

申立てに答え，裁判所の出す命令と法令に従うにれは結局，ベル研究所と

ＡＴ＆Ｔの分離を意味する）29）。

　この司法省の訴訟は，フォード政権がインフレ抑制策の一環として，電

気通信産業での価格競争機能を回復させるねらいで行われたものといわれ

ているが，これに対するＡＴ＆Ｔデバッツ会長の態度は極めて非妥当的な

ものであった。すなわち彼は1974年度の年次報告の中で，「ベル・システ

ムの電話網の解体は電話サービスの質の低下，コストアップにつながり」，

結局はインフレ抑制策に合致しないものであると反論し，さらに「今回の

訴訟については同意審決という形で解決をはかることは考えておらず，む

しろ徹底的に戦うつもりである｣と宣言し，その理由として次の３点を指

摘していた3o)。

　　　　｢第１に，司法省の訴訟には根拠がない。……ベル・システムの各社がその

　　営業地域において，実質的に競争なしに事業を運営してきたのは，他の通信業

　　者の参入の機会を一方的に拒否してきたためではなく，長年にわたって電気通

　　信事業を左右してきた国の政策に従ってきたためである。すなわち，電気通信

　　事業においては，公衆の利益は，競争によってではなく，政府の規制のもとで

　　の独占によって，最も促進されるというのが長年にわたるアメリカの国策で

　　あった。｣

　　　　｢第２に，司法省の訴訟が，かりにその目的であるベル・システムの組織の

　　解体に成功すると，それによってサービス提供の一連のプロセスに対する責任

　　も分断されることになる。……サービス提供の一連のプロセスは，発明から製

　　造・供給を経て顧客サービスヘと中断することなくつながる継続的なプロセス

　　である。ベル研究所をＷＥから切り離し，さらに，これら２つの組織をBOC

　　から切り離すことは，この一連のプロセスを破壊することに他ならない。｣

　　　　｢第３に，ＡＴ＆Ｔの長距離回線部門の一部または全部を，ＢＯＣの一部また

　　は全部から切り離すという司法省のねらいは，全国的電気通信網を管理するわ
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　　れわれの能力に重大な悪影響を及ぼすものである。この全国的電気通信網は，

　　アメリカ全土にまたがっており，文字どおり数億にのぼる個々の電話機から構

　　成されているが，それにもかかわらずこの通信網は１つの統合された存在であ

　　り，そのように運営されなければならない。……要するに，司法省の訴訟にわ

　　れわれが反対する理由は１つに要約できる。司法省の訴訟が成功すれば，公衆

　　の不利益を招くというのがその理由である。つまり，電話サービスは悪化し，

　　サービスの料金は大幅に値上げされることになる。」

　図表６は，1974年11月の訴訟開始から1984年１月の解体に至る主な関係

事項を整理したものであるが，まずデバッツと彼の好戦的な法律顧問であ

るマーク・Ｆ．ガリングハウス(Mark F. Garlinghouse : 1972年12月に

ＡＴ＆Ｔの法律担当副社長に就任）は1975年２月４日，ＡＴ＆Ｔのこれまでの活

動はすべて合法的であったと言明した。そして，その根拠として1921年の

ウィリスグラハム法や1934年の通信法など，通信産業に関連した今日まで

の法令はすべて議会が「電話産業は統合された構造を維持するのが最良で

ある」と考えていたことを示していること，さらにその考えは1956年の同

意審決により裁判所でも認められていること等をあげ，特に次の４点を指

摘して強く反論する姿勢を表明した。（1）原告（司法省）は，アメリカ電気通

信事業の独占に対する救済策を容認するに充分な証拠を提示できなかった。

（2）裁判所は管轄権を欠いている。（3）ここで争われている問題は，ニュー

ジャージ連邦地裁で既に1949年訴訟の当事者間で議論された「既決事項」

である。（4）ニュージャージ連邦地裁は1956年同意審決を修正したり廃止す

る排他的管轄権を有する。つまりＡＴ＆Ｔ側は，この訴訟は既に司法省が

1949年２月に提起した訴訟に基づく1956年同意審決を無意味にするもので

あり，いわゆる基本的法律問題を中心とした「窓口事項」で争うこととし

たのである31）。

　1975年２月27日，本訴訟を担当することになったワシントン連邦地裁の

ジョセフ・ワッディ(Joseph Waddy)判事は，裁判を開始するにあたり両当
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図表６　ベル・システム解体の関係年表
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事者の意見を求めたいとしていくつかの質問を提起した。提起された質問

のうちＦＣＣと裁判所の管轄権をめぐって司法省とＡＴ＆Ｔは激しく対立

した。　ＡＴ＆Ｔは，ベル・システムの活動はＦＣＣや各州の公益事業委員会

によって広範な規制を受けているので，これらの規制機関のみがベル・シ

ステムを裁く権限を持っており，したがって法廷での反トラスト責任は免

れると主張した。これに対して司法省は，政府の指摘しているＡＴ＆Ｔの

不法行為は，単にＦＣＣの発する命令だけでは規制しきれないこと，要す

るに独禁法に従うべきかＦＣＣに従うべきかの第一次的管轄権の問題であ

ると主張した。この問題については1975年12月30日，ワッディ判事から意

見を求められていたＦＣＣが，「1934年通信法に従ってＦＣＣは基本的管轄

権を持っており，裁判所が第一次的管轄権を持つことはないとしながら

も，だからといって独禁法違反訴訟について裁判所が規制当局から完全に

排除されることはない」と解答していた32）。

　その後１年以上の公聴会の結果，ついに1976年11月24日，ワッディ判事

はこの問題に結論を下し，この訴訟手続きにおいてＦＣＣの第一次管轄権

は認めるが，どの問題をＦＣＣに委譲するかは裁判所が判断する旨を正式

な文書にまとめて発表した33）。　しかしＡＴ＆Ｔは，ＦＣＣの規制が存在する

以上，反トラスト法によって訴追されるいわれはないとしワッディ判事の

決定の再審請求を行った。 ＡＴ＆Ｔの再審請求は上級裁判所に対しても行

われたが，1977年11月28日，連邦最高裁判所がこれを却下したことによっ

て決着をみるに至り，ここに，訴訟提起から実に４年目にしてようやく次

の「開示手続」の段階へ移行することとなったのである34）。

　開示手続の段階への移行に際し，司法省とＡＴ＆Ｔは再び衝突した。最

大の争点は開示手続の日程をめぐるものであり，司法省が，この訴訟を早

期に処理したいとして1979年後半に開示手続を終了させることを提案した

のに対し，ＡＴ＆Ｔは，本訴訟に関する資料は膨大な量に及ぶため開示手続
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には10年程度を要すると反論した。しかし1978年６月21日，かねてより病

気療養中のワッディ判事に代ってハロルド・Ｈ．グリーン(Harold H.

Greenr)判事がこの訴訟を担当することになってから，訴訟の終結へ向け

ての動きは活発になった。グリーン判事は，正当な裁判手続きと憲法で定

められた権利の保護を最重要視し，強力な独立の司法権力が議会および行

政機関の行過ぎを監視するために重要であると考えていた。彼は，コロン

ビア地区地方裁判所の主席判事として充分な経験を積んでおり，ＡＴ＆Ｔ

訴訟の複雑性にもひるまないエネルギッシュな裁判官であった。グリーン

判事は1978年９月11日，公判の開催の日取りを設定し（当初は1980年９月１

日，のち1981年１月15日に延期して開催），それまでに，司法省の主張を全面的

に取り入れて，短期間のうちに数回にわたる両当事者間で文書応酬を行う

　「開示手続」に関する詳細なスケジュールを決定した35）。

　かくして1978年11月１日，司法省は530ぺーダに及ぶ第一回目の「主張

・証拠に関する書面」を，またＡＴ＆Ｔは1979年１月８日, 552ページに及

ぶ第１回目の「主張・証拠に関する書面」を，それぞれグリーン判事に提

出した。司法省とＡＴ＆Ｔとの第１回目の文書応酬の概要は，図表７およ

び図表８に示したとおりであるが，これによって両者の戦う姿勢が鮮明に

なった。特にＡＴ＆Ｔはこの書面において，司法省の第１回目の「主張・証

拠に関する書面」において示された批判およびベル・システムの解体要求

に対し，デバッツの現状凍結という年来の主張を繰り返しながら次のよう

に反論した。（1）ベル・システムが巨大であること自体は悪いことではない

し，独占を根拠づけるものでもない。それどころか巨大さは電気通信技

術，および大規模かつ複雑なネットワークの効率的な運用と信頼性を保証

する必要性に根ざすものである。（2）ベル・システムの解体は，現在より高

料金，低品質のサービスをもたらすおそれがある。（3）司法省は，ベル・シ

ステムの構造を決定づけた技術的な必然性および事業運営を規制する法制

の機能を無視している。（4）ベル・システムはいかなる市場においても独占
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を意図し，あるいは競争相手を締め出そうとして市場価格を操作したこと

はない。もしそのような事実があるとすれば，司法省は証拠を示すべきで

ある。（5）ベル・システムは徹底した料金規制を受けているし，料金決定過

程にも参画していない36）。

　　図表７　司法省　第１回目「主張・証拠に関する書面」（1978年11月１日）

　司法省とＡＴ＆Ｔの間で第１回目の開示手続が展開されている一方で,両

者は効率的な訴訟手続をめぐって新たな戦いをくりひろげていた。グリー

ン判事が提案した訴訟手続は，原告（司法省）が具体的事実を示し，被告
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図表８　ＡＴ＆Ｔ　第１回目「主張・証拠に関する書面」（1979年１月８日）

（ＡＴ＆Ｔ）がこれを「容認あるいは抗弁するという方式」(admission Process)

であり，司法省側はこの方式によれば公判前手続を大幅に縮小できると主

張した。これに対しＡＴ＆Ｔ側は,司法省が第１回目の「主張･証拠に関する

書面」で指摘した事実の多くに同意していないし，また今後さらに調査し
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明らかにすべき問題が沢山残っているとして，訴訟手続に関しては「両当

事者がともに合意に達した事実に基づいて訴訟を進める方式」(stipulation

process)を採用すべきであると主張した37）。

　こうしたさまざまな対立によって膠着状態が続いていた訴訟問題に，打

開の道を開いたのは次の２点であった。第１に，1979年２月に非妥協的な

デバッッからブラウンヘとＡＴ＆Ｔ会長が交替し，以後ブラウンは司法省

との新しい関係を構築しようとして精力的に和解工作を展開したこと，第

２に，ウォーターゲート事件以来，各省自治の方針を取っていたカーター

政権は電気通信政策に関してもイニシャチブをとることを控えていたが，

1980年選挙で誕生したレーガン政権は「強いアメリカの復活」を標榜し，

電気通信および情報産業がアメリカの世界戦略における最も重要な側面に

位置づけられるとして，ＡＴ＆Ｔを積極的に支援する方針をとったことで

ある38）。

　（2）ブラウン時代の反トラスト訴訟：公判開始と合意の達成

　訴訟手続をめぐる両当事者の対立が続くなかで，第２回目の文書応酬が

行われた。司法省が1979年４月20日，ＡＴ＆Ｔが同年５月21日にそれぞれ

22ページ，35ベーダの第２回目の「主張・証拠に関する書面」を提出した。

この第２回目の文書応酬は，第１回目の書面に若干の修正を加えただげの

ものであるので，ここでは説明を省略する39）。

　1980年１月10日，司法省は1872ページに及ぶ第３回目の「主張・証拠に

関する書面」をグリーン判事に提出した。この書面は，それまでの２回の

書面と基本的立場および主張に関しては変りはなかったが，おそらく最後

の攻撃の機会になると思われるこの第３回目の書面において，ＡＴ＆Ｔが

第二次大戦以降これまで，規制の名の下にいかに競争相手を妨害あるいは

差別してきたかを具体的事実をあげて非難した。例えば, 2. 3の事例を

あげると次のとおりである。（1）特殊通信事業者ＭＣＩが1963年に公衆通信
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用マイクロウェーブの建設認可をＦＣＣに申請した際，ＡＴ＆ＴはＭＣＩと

の相互接続は技術的にベルのネットワークに悪影響を与えるとして異議を

申立てた。(2)デイトラン社がデータ通信用の全国的ディジタル交換網サー

ビスの提供認可をＦＣＣに申請した際，ＡＴ＆ＴはＦＣＣに働きかけてその

提供を遅らせ，その間に同種のサービスを開発したためデイトラン社は

1976年に倒産した。(3)ノーザン・テレコム社は早い時期に改良型クロスバ

交換機を開発していたが，ＡＴ＆ＴはＷＥが1966年に同種の交換機を開発

するまでそれらの導入を認めなかった。以上のごとき司法省の指摘は必然

的に規制当局批判につながり，司法省はＡＴ＆Ｔの反競争的な諸活動を見

過ごしてきたＦＣＣを強く非難するとともに，ＦＣＣはＡＴ＆Ｔに対しその

規制権限を及ぼし得る充分な能力を有していなかったと主張した4o)。　これ

に対してＡＴ＆Ｔは，1980年３月10日，第３回目の｢主張・証拠に関する書

面｣をグリーン判事に提出した。この書面は実に2148ページに及ぶ膨大な

ものであったが，司法省が指摘した具体的な事実について反論するという

形式をとっていた。例えば上記(1)(2)に対する反証として，｢ＡＴ＆Ｔは高品

質の電気通信システムを維持運営する責務を負っており, FCCへの働き

かけや法廷におけるかけひきはそのための手段として利用したにすぎない。

司法省はＦＣＣの規制を通じて競争を制限したと指摘しているが，ベル・

システムはネットワークの完全性を維持するために必要な措置を講じただ

けである｣としている。また上記(3)について，｢反トラスト法はベル電話会

社が一般業者から機器購入することを要求していないし，ＷＥからの機器

購入を禁じているわけでもない。 ＡＴ＆ＴはＷＥ以外からの機器購入を制

限しているわけでもなく，ベル電話会社はＷＥの製品が良質かつ低廉であ

り，良くニーズを満たすものであったため，結果的にＷＥから多くの機器

を購入したにすぎない｣としていた41)。

　以上３回にわたる文書応酬と平行して，司法省とＡＴ＆Ｔはブラウン会

長の要請もあり，公判前に歩みより可能な事項についてできるだけ合意を
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達成しておこうとする合意手続きを1980年４月７日から進めてきた。しか

し，同年９月１日の公判開始予定日にいたっても当事者間で達成された合

意は予定の10パーセント程度にすぎず，このため合意手続の採用に当初か

ら反対していた司法省はその手続を打切った。こうしてグリーン判事は，

合意手続を除けぼ他の手続は順調に進んでいるとして公判開始日を1981年

１月15日に延期し，その日に公判を開始する意向を明らかにした42）。

　1981年早々，公判開始予定日を目前にして司法省とＡＴ＆Ｔは，両者の

間で和解のための協議を開始したことを理由としてグリーン判事に対し再

び公判の延期を求めた。かねてから早期公判開始を要求していた司法省の

この突然の方針変更は，1980年秋の大統領選挙で誕生した親ＡＴ＆Ｔとい

われる共和党のレーガン新政権の意向を汲んだものと思われる。これに対

しグリーン判事は，一度は両当事者の要求を１月７日に拒否して予定どお

り公判を１月15日に開始したが，その翌日には，当事者間の協議がかなり

進んでいることが判明したとして僅か１日で公判を中断し，しばらく両当

事者の協議を見守ることとする旨発表した。　しかし，その後１－３月にか

けて実施された司法省首脳部の人事移動（特に1981年２月20日，早期和解に消

極的なスタンフォード大学法学部教授ウィリアム・バクスターが反トラスト担当司

法次官補に就任）がからんで２月下旬には協議の続行が不可能となり，同判

事は３月４日に公判を再開した43）。

　公判での司法省側の証人の大多数は，ＡＴ＆Ｔの競争業者である相互接

続宅内機器メーカー，特殊通信事業者，一般製造業者，それにＦＣＣ，ベル

・システムの元職員が加わって，宅内機器，マイクロウェーブ網，料金政

策，資材調達に関し，ＡＴ＆Ｔ側の反対尋問を受けながらＡＴ＆Ｔの反競争

的行為の事実を証言した。しかし３月４日の公判再開以来，本件訴訟につ

いて政府部内に意見の不統一があったと見られる。例えば，国防省は常々

ＡＴ＆Ｔによる全米通信網の統合的管理が国の安全にとって不可欠である

と評価していたし，商務省にとっても自国電気通信産業の発展・国際市場
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における競争力の維持は重要であったし，農務省にとっても農村地帯の電

話料金は低く抑えておきたいと考えていた。こうした政府内部の反トラス

ト訴訟反対の動きは司法省の証言体制に微妙に影響して証言を辞退する者

が続出し，司法省側の証言が当初の予定より早めの６月末までに終了した

のはこのためであったといわれる44)。

　これに対してＡＴ＆Ｔ側の証人は，司法省側の95人を大幅に上回る215人

と膨大なもので，ブラウン会長の陣頭指揮の下，ＡＴ＆Ｔをはじめとするベ

ル・システムの職員および元職員を中心に, FCCやＡＴ＆Ｔの立場を支持

する国防省，商務省等の元職員によって構成されており，端末機器，特殊

通信，機器調達，料金決定などの分野に証言の重点がおかれていた。

ＡＴ＆Ｔが多くの元政府関係者を動員しているのは，これらの証人の証言

を通じてＡＴ＆Ｔの活動が国家的ないし公共の要請に基づいたものである

ことを立証しようとの意図によるものであった。ベル研究所のロス所長に

よる８月３日の証言を皮切りにＡＴ＆Ｔの反論は12月18日に終了の予定で

進められていたが45)しかしその一方でＡＴ＆Ｔは既に７月10日，これまで

の司法省側の証言では訴訟理由であるＡＴ＆Ｔの反トラスト法違反の事実

を立証しえていないと主張して，訴訟の全部あるいは主要部分の却下を要

求する550ページを越える報告書をグリーン判事に提出していた46)。

　しかし1981年９月11日，グリーン判事はＡＴ＆Ｔの訴訟却下要求に対し，

　｢政府により行われた証言，ならびに提出された証拠書類によってベル・

システムが長期にわたり，数多くの点で反トラスト法に違反してきたこと

が証明されている｣と判断を下し，宅内機器，特殊通信事業者との相互接

続，資材調達に関してＡＴ＆Ｔに反論の挙証責任を課した47)。グリーン判事

のこの判断はＡＴ＆Ｔの敗訴を示唆するもので，もしＡＴ＆Ｔが反トラスト

法違反で有罪判決を受けると，ＡＴ＆Ｔを相手取ってまるで洪水のように

多数の民事反トラスト訴訟が提起されることは必死とみられた。そうなれ

ば，それらの訴訟事件を解決するために100億ドル以上の莫大な費用がか
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かり，ＡＴ＆Ｔとしてはどうしても有罪判決を受けるわけにはいかなかっ

た。こうして司法による解決への道が立法による道と同じくらい苦難に満

ちたものであることを理解したブラウン会長にとって，グリーン判事の強

硬な態度に照しても司法省との和解交渉を本格的に展開することが急務

となった。その意味でこのグリーン判事の有罪宣言は，その後のＡＴ＆Ｔ

を1982年同意審決へと導いていった主要な要因であったとの解釈が，例え

ばヤンキー・グループ，プローブなど米国調査会社のレポートには共通に

見られる48）。

　一方，司法省側では1981年２月20日，新レーガン政権が反トラスト担当

司法次官補にスタンフォード大学法学部教授のウィリアム・バクスター

　(William Baxter)を任命すると発表したが，この人事はその後の司法省対

ＡＴ＆Ｔの和解交渉に決定的な影響を与えることになった。バクスターは，

司法長官ウィリアム・フレンチ・スミのもとで働く司法副長官エドワード

・シュマルツの下でナンバー３の地位についたが，この両名がＡＴ＆Ｔと

利害関係を有して訴訟の指揮資格を持てなかったため，バクスターが間も

なくＡＴ＆Ｔ反トラスト訴訟の司法省における最高責任者となった。彼の

イデオロギーは２分の新古典主義経済学と１分の法学を混ぜ合わせたもの

で，そのイデオロギーの実行に絶対的な自信を持っていた。バクスターは

経済学に関して正規の教育を受けたわけではなかったが，反トラスト法の

執行に関しては経済効率性という概念に基づく自由市場論者であった。彼

は，「ＡＴ＆Ｔ反トラスト訴訟は反トラスト局が過去30年間に行った唯一の

良いことである」と述べている。バクスターがこの訴訟を評価する理由

は, WE,ベル研究所および長距離部門といった比較的規制緩和の進んだ

部門から，規制下にある地域電話会社を分離するというこの訴訟に含まれ

ている政府救済理論に魅せられたからである。これこそがバクスターの信

じる自由市場経済モデルの完璧な事例であり，彼はいずれの企業も規制部
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門と非規制部門とを統合してはならないと主張していた。会社は規制部門

から得られる「安全な」利益を使って非規制部門の製品価格を補助するこ

とが可能となり，このような内部相互補助は自由市場経済が本来もってい

るメカニズムを歪めてしまう。勿論，電話産業における内部相互補助の役

割は非常に複雑で分かりにくく，一面では安価な市内通話サービスといっ

た社会的な目的を実現するために行われているという側面もある。　しか

し，バクスターは制約を課さない競争こそがそうした社会的な目的を達成

するための唯一の効率的な方法であると信じていた49）。

　1981年４月７日，訴訟について話合うためにバクスターとハワード・ト

リーネンス(Howard Triennens: 1980年１月以降，ＡＴ＆Ｔの首席弁護士および法

務担当副社長としてブラウン会長とともに司法省との和解交渉に大きく貢献）が公

的な資格で初めて会った時，バクスターは「ベル電話会社をすべて

ＡＴ＆Ｔから切り離してほしい。その代わりに，ＡＴ＆Ｔを1956年同意審決

の規制から解放するつもりである」と述べた。バクスターは，一般的に

言って垂直統合は効率を促進するが，水平統合は不法な市場権力を促進す

ると考えていた。　したがってバクスター流の分割案は，「市内電話会社は

すべてＡＴ＆Ｔから切り離されて地域独占として規制を受け，ベル・シス

テムのそれ以外の部分は垂直的に統合された非規制の私企業となる」とい

うものであった5o）。バクスターがこの「水平分割案」を提示した丁度同じ

日（４月７日），上院ではＡＴ＆Ｔに対し「分割」でなく「完全分離子会社」

を要請したバックウッド法案が上程されていた。ブラウン会長がこれを支

持した理由は，ＡＴ＆Ｔが1956年同意審決により禁止されていた新しい競

争市場に進出できることを望んでおり，それをうまくやるにはベル研究所

とＷＥが与えてくれる技術的優位性が必要で，立法に頼ればそのためのベ

ル・システムの垂直・水平統合体制を維持できると考えていたからである。

このバックウッド法案は，1981年７月16日に商務委員会を16対１の圧倒的

多数をもって可決した。このため法案成立への動きを阻止できないと考え
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たバクスターは８月10日，上院で審議中の同法案に次の２点について修正

を加えるよう要請し，議会が司法省の提案を受入れた法案制定を条件に訴

訟を取下げても良いとの意向を表明した。すなわち，(1)ＷＥにベル・シス

テム外部にも製品を提供するよう義務づけ，ベル・システムの外部調達率

を20パーセント以上とする，(２)ＡＴ＆Ｔは市外サービスを提供する競争者

に対し同品質，同料金で相互接続させなければならない旨明示する，とい

うものである。これらの修正提案はそれぞれバクスターＩ，バクスターⅡ

提案と呼ばれ，その後の審議における重要なポイントとなった。本会議に

おいては,この提案にそって作成された修正案が審議され,10月７日，上院

は同法案を90対４の大差で可決した。しかし可決した修正案では，ＡＴ＆Ｔ

内部の特許契約および研究資金の取り扱いが緩やかすぎ，また回線相互接

続に関してもＦＣＣの裁量にあまり多くを委ねすぎていたため，これに

よってバクスターのＡＴ＆Ｔ訴訟取下げが実現することはなかった51)。

　1981年９月に入ると，ＡＴ＆Ｔのブラウン会長は大きなジレンマに直面

していた。１つは，反トラスト訴訟の敗北によって破壊的な影響が生じる

恐れであり，もう１つは，訴訟継続によってＡＴ＆Ｔが日々被る現実の損

失が敗北と同じほど極めて高いものにつくということであった。この間，

議会では動きがとれず，局面を打開する適当な法案を提示することができ

なかった。ＦＣＣの最近の政策により崩れかけた公共の利益を守るべく開

始された議会での白熱した議論も，最近では公共の利益を実際上排除する

ような法案提出がなされる結果となっていた。今やアメリカ電気通信産業

は競争による浸食だけでなく解体の危機にさらされており，しかも議会は

政策を明確化したり一新することができないでいた52)。こうした状況につ

いてブラウンは1981年９月22日，アメリカ電話開拓者協会(Telephone

Pioneersof America)に対する演説の中で次のような不満を述べていた。

　｢われわれは，それほど深刻ではないがばかばかしいジレンマに直面して

いる。一方で，反トラスト訴訟の決着がつくまでは議会も電気通信の新立
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法を行わないという人がいる。それまでには何年もかかるだろう。他方

で，政府側は立法が行われるまで反トラスト訴訟を取下げないといってい

る。この緊急を要する国家レベルの決定が，だれが先に行くべきかという

アルフォンとガストンの議論のために一歩も進まないという状況は許され

ないと訴えたい。誰かが，何かをしなければならない時機がきている。」53）

　こうした時にトリーネンスは９月27日，ＡＴ＆Ｔと司法省との間の相違

点を法廷外で解決しようとする和解交渉の成果について，ブラウン会長に

対し彼と会社が直面している４つの選択肢の概略について説明した。第１

案は，分割を要求せず，しかも1956年同意審決からの解放を含み，なおか

つ反トラスト訴訟却下につながる同意審決である。第２案は，市内交換網

の分割，1956年同意審決と進行中の訴訟却下の同意審決（いわゆる「バクス

ター分割案」）である。第３案は，裁判は続行させるがバクスターとの同意

に基づいて，グリーン判事がＷＥの分割を命じたり営業制限を課したりし

ないような条文をつける。第４案は，ただ裁判を進行させ，ＡＴ＆Ｔとグ

リーン判事を対決させて上訴裁判所に上告する。これら４つの和解案はト

リーネンスが好む順位に並べられているようであったが，第１案は12月に

入ると秋の頃よりさらに見込み薄に思われた。ブラウンはグリーン判事の

ＷＥ分割を非常に恐れていたし，彼の行動から第３案の可能性は低いと見

ていた。また第４案にしたがって裁判を継続し，たとえ連邦地裁で敗訴し

ても最高裁へ上訴できるが，それではコンピューターやＯＡなどの非規制

の成長分野に5 －10年間にわたって進出できないことになり，ＡＴ＆Ｔの

将来はないと考えていた。こうした頃の1981年12月10日に既述のワース下

院法案が議会に上程されたが，これはＡＴ＆Ｔにとって最後の一撃となっ

た。同法案はＡＴ＆Ｔにとって最悪の事態が予想されるもので，特に長距

離通話事業の分離子会社条項は受入れがたいものであった。このためブラ

ウンは，バクスターの提案した水平分割を「最善の策」として選択し，全

国的通信網を担う責務を放棄する精神的痛手を受入れ，セオドア・ヴェイ
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ルが築きあげたベル・システムを永久に放棄すべきであるという結論に向

けて，合意達成への手続を即座に開始することとなったのである54）。

　かくして］｡974年に始まるＡＴ＆Ｔ対司法省間の反トラスト訴訟は，８年

越しの1982年１月８日，ブラウン，トリーネンス，バクスターが作り上げ

た基本的な協定をグリーン判事が承認するという和解による解決が公表さ

れ収束に向かった。この和解は，公判が行われていたワシントン連邦地裁

にではなく，1956年同意審決を管轄したニュージャージー連邦地裁に同意

審決案を提出し，その管轄権をワシントン連邦地裁に移管するという形で

進められた。ＡＴ＆Ｔがこうした回りくどい手順を取ったのは，1956年同意

審決による制約を除去することが司法省との合意のかなめであったため

で，1956年審決の修正（このため1982年修正同意審決と称される）という手続

を取ったことによる。この修正同意審決は，（１）ＡＴ＆Ｔは100パーセント持

株の22のＢＯＣを分離するが，長距離回線部門，ベル研究所，ＷＥは引続

き所有する。（２）ＡＴ＆Ｔは1956年同意審決によって業務範囲を電気通信事

業に限定される等の制約を課されていたが，これを解除される。（３）

ＡＴ＆Ｔは本件同意審決の発効の日から６ヵ月以内（1983年２月24日）に

ＢＯＣを分割する組織再編計画案を司法省および裁判所に提出してその承

認を得たうえ，その計画案を同意審決発効の日から18ヵ月以内（1984年２月

24日）に実施する。（4）本件和解は1956年同意審決の修正とし，司法省は197

4年の反トラスト訴訟を取下げる，というのがその骨子となっていた55）。

　グリーン判事は，タニー法（1972年のＩＴＴ同意審決でニクソン政権のスキャ

ンダルが議会を促し，主要な反トラスト訴訟が和解に至る経過と訴訟に対する政府

の姿勢を公的に開示するように規定した1974年反トラスト手続および罰則法）にし

たがって利害関係者の意見を求めたうえで，分割されるＢＯＣの経営基盤

を強化する（とりもなおさず，ローカル料金の値上げやサービスの悪化を回避す

る）ための幾つかの修正を加え，1982年８月24日，新同意審決は発効した。

しかし，同判事の判断について相当数の州公益事業委員会等は上訴した
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が，問題の緊急性から高裁段階を飛越して直接連邦最高裁で再審理される

ことになり，ついに1983年２月28日，連邦最高裁はグリーン判事の判断を

支持したことにより1982年同意審決は確定した56）。

　（3）ベル・システムの解体：ＡＴ＆Ｔ「組織再編成計画案」の概要とその

　　　実行

　ＡＴ＆Ｔは1982年修正同意審決により，最終判決の執行日から遅くとも

６ヵ月以内に再編成計画を司法省に提出することを義務づけられていた

が，実際に471ページにのぼる「組織再編成計画案（ＰＲＯ＝Ｐｌａｎ of

Reorganization)」が提出されたのは12月16日のことであった。それは，ブラ

ウン会長を中心とする５名のＡＴ＆Ｔ本社幹部とＢＯＣの社長から構成さ

れる社長検討会（その中に，市内区域境界，中央スタッフ祖織,従業員対策,組織

構造研究，資産配分，アクセス料金の以上６つのプロジェクト・チームが編成）で

の議論に基づくもので，第１部　ＢＯＣ（ベル電話会社）の設備，要員，およ

び会計帳簿の分割，第２部　ＡＴ＆Ｔから独立してサービス提供をするこ

とができるためのＢＯＣの強化，第３部　契約の解除，第４部　ベル・シ

ステムの市内電気通信業務のＡＴ＆Ｔからの分離，の以上４部構成（大半の

334ページが第１部）からなっていた57）。　これについてブラウンは，「ＡＴ＆Ｔ

マネジメント・レポート」の中で次のように述べていた。「このＰＯＲは，

ベル・システム分割について全プロセスを詳細に列挙したものではない。

どのように同意審決に従っていこうとしてしているかを，可能なかぎりわ

かりやすく記述した正確な青写真，すなわち道路地図である（12月17日レ

ポート）。」「再編成計画の細かいところまで，全員一致の賛同が得られたと

思うほど私は単純ではない。……もっとも重要なポイントとしては，再編

成計画がＡＴ＆ＴによるＢＯＣに対する“命令”だとだれからも思われて

はならないのである。ＢＯＣとの間では，十分に協議して妥協も行われた。

この文書は共同作業の賜物であり，だれかの意志を実行に移したものでは
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図表９　ＡＴ＆Ｔ再編成計画案の概要
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ない（12月27日レポート）。」58）

　ＰＲＯの主たる内容は図表９に示すとおりで，以下に簡単な説明を付加

えておくことにする。まず分割後のＢＯＣのサービス供給区域として，従

来の市内網と区別するためにＬＡＴＡ（ＬｏｃａＩ Access and Transport Area:

ローカル・アクセス伝送区域）という概念が設けられ，全米で161の設定が計

画された。 ＬＡＴＡは競争的市場と独占的市場を区分するものとして，かつ

ＢＯＣの財務健全性を確保するために当初予想されたものよりかなり広く

設定され，各州は１つ以上のＬＡＴＡから成り立つ。例えば，メイン州は

１つ，ニュージャージー州は３つ，テキサス州は17のＬＡＴＡを持つと

いった具合である。分割される22のＢＯＣは７つの地域持株会社（社名およ

び営業地域は図表10を参照）に統合され，再編成時にはＬＡＴＡ内通信業務

（ＬＡＴＡ間通信業務は新生ＡＴ＆Ｔおよびその他の長距離電話会社の事業）のみを

行うことになった。また７つの地域会社に技術面等の共通的業務を提供

し，かつ国家的安全と緊急時に即応するための中央サービス組織（ベル・

コミュニケーションズ・リサーチ：略称はベルコア）を作った。この組織は，こ

れまでＡＴ＆Ｔの全般管理部門によって遂行されてきた機能のいくつかを

引継いだ59）。

　資産配分と従業員関係は類似した問題をかかえており，どれだけの資産

と人員を親会社にとどめ，どれだけをＢＯＣないし中央サービス組織に振

分けるかを決定しなければならなかった。資産および従業員は利用度の多

い方に帰属することを原則としており，大部分の従業員は現在の職務にと

どまることになった。結果的に，地域持株会社にはＡＴ＆Ｔの］｡400－1500

億ドルの総資産の75パーセントが割当てられ, 100万人の従業員の60－70

パーセントが引き受けられた。なお地域持株会社の負債比率は45パーセン

ト（パシフィック・テレフォンの場合は50パーセント）と定められ，ＡＴ＆Ｔは

長期債務の利子と元金支払の立替えを保証した6o）。

　ベル名称とロゴ（社章）の使用について，ＡＴ＆ＴとＢＯＣは共通の企業
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名を使用しないが，いずれも「ベル」の語を企業の中で使用しうるものと

した（後にＡＴ＆Ｔは使用不可）。株式割当てについて，1983年12月の株主名

簿に登録されている株主は，ＡＴ＆Ｔ １０株につき新たに設立される７つの

ベル地域持株会社からそれぞれ普通株１株づつを受取るょうに定められて

いた。 1984年には地域持株会社とＡＴ＆Ｔは，１億を越える株主との取引

を処理しなければならないと予想され，また2200万という株主の口座が分

割時に存在することになるので，ＡＴ＆Ｔでは株式の事務管理と株主サー

ビスのために，全額出資の子会社（アタリカン・トランステック社）を設立

し，運営することになった。ＡＴ＆ＴとＢＯＣ間のライセンス契約は解除さ

　　　　　　　　図表11　AT＆Ｔ再編成計画案の実施日程
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れたが，ＷＥとＢＯＣ間の標準供給契約は分割後も商業ベースで継続する

ことになった61）。

　図表11は，ＡＴ＆Ｔによる組織再編成計画案の提出以後の実施日程を示

したものである。司法省は1983年３月24日に，ＡＴ＆Ｔの再編成計画案をほ

ぼ承認する旨をグリーン判事に通知した。　しかし，グリーン判事はなお慎

重に構え，４月15日までに利害関係者のコメントを求め，さらに６月２日

に公聴会を開催した後，遂に７月８日，ＡＴ＆Ｔの再編成計画案に対して，

　「当裁判所は，本件（ＡＴ＆Ｔ）の組織再編成計画案を同意審決の条項およ

び原則にいささか調和を欠いた箇所を修正することを条件として承認され

るものと結論した」との判断を下した。 159ページにおよぶグリーン判事

の意見書の中で，修正を求めた点は６点（退職年金制度の継承，イコール・ア

クセスの定義，ＬＡＴＡ境界の修正など）あったが，そのうち重要な修正事項と

して，ベル名称とロゴの使用についてＢＯＣの使用を認め，ＡＴ＆Ｔはベル

研究所と海外市場での使用を除いて禁じられたことが挙げられる。

ＡＴ＆Ｔは８月３日，いわゆるグリーン修正を受諾し，また司法省も同じく

グリーン修正を受入れたことにより，ＡＴ＆Ｔの組織再編成計画案は８月

５日，最終的な裁判所の承認を得て発効した６２）。

　ＡＴ＆Ｔは，1984年１月１日の「組織再編成計画案」実施の日まであと半

月後に迫った1983年12月14日，ＢＯＣ分割後の新生ＡＴ＆Ｔの組織構成を発

表して内外に少なからぬインパクを与えた。 ＡＴ＆Ｔの組織再編成の基本

コンセプトは，徹底的な分権化と本社スタッフの縮小をはかり，規制事業

と非規制（競争）事業の二大セクターの構築を行い，可能なかぎり簡潔な

形態にするという考え方であった。まず1983年７月８日にグリーン判事

は，ベルの名称とロゴは分割後にはＢＯＣに属するとの決定を下したた

め，完全分離子会社アメリカン。ベル社の社名をＡＴ＆Ｔインフォメー

ション・システズに変更することを明らかにした。次いで新生ＡＴ＆Ｔの

発足直前に長い伝統を持ったＷＥを解体し，ＡＴ＆Ｔテクノロジーズを新
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設，これに製造能力を引継ぐ新組織構成が発表された。　このＡＴ＆Ｔテク

ノロジーズの下に，先のＡＴ＆Ｔインフォーメーション・システムズのほ

か，ＡＴ＆Ｔネットワーク・システムズ，ＡＴ＆Ｔテクノロジーズ・システ

ムズ，ＡＴ＆Ｔコンシューマ・プロダクツ，そしてＡＴ＆Ｔベル研究所と

ＡＴ＆Ｔインターナショナルの以上６つの事業ライソ別組織が設立された。

また市外通信事業はＡＴ＆Ｔコミュニケーションズを通じて運営されるこ

とになり，以上のプロセスを経てベル・システムの解体は実行された(図

表12を参照)63)。

　　5.結　　　語

　これまで，ベル・システムの解体要因および解体過程を中心に検討して

きたが，以上を要約すると次のように整理できるであろう64)。

　(1）このたびのベル・システムの解体は，アメリカ建国の精神に基づいた

立法(連邦議会)，行政(ＦＣＣ)，司法(裁判所)の三権分立のチェック・アン

ド・バランスのメカニズムの中で，米国電気通信産業を事実上支配し調整

してきたＡＴ＆Ｔに対し，立法が1934年通信法によって定められた電気通

信産業の基本的枠組みにおいて，行政が日常的な規制を行ってきたこと

に，連邦地裁が独占禁止法の見地から構造的是正措置を決定するという形

で行われた。これら立法，行政，司法は相互に独立して機能するために，

一度変化が開始されて競争が導入されると，それぞれの機関はそれに拍車

をかける役割を果した。

　(2)1960年代以来, FCCが次々と行ってきた｢なし崩しの競争導入｣とそ

れに基づいて生じたＡＴ＆Ｔの独占権の乱用問題(ＦＸ相互接続サービス)，

市内への内部相互補助のため長距離通信がコストより割高となり技術革新

とあいまって参入が促進されたこと(エグゼキュネット問題)，エンド・ツー

・エンドによるユニバーサル・サービスの供給責任の見地からＡＴ＆Ｔが

競争導入に強硬に抵抗した対応のまずさなども，解体をもたらした重要な
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要因であった。また，競争の拡大をおそれてＡＴ＆Ｔが議会に提出した消

費者通信改革法案は，その後６年間にわたる通信法の抜本的改正の動きを

もたらし，それはかえってＡＴ＆Ｔを窮地に追込む結果となった。

　（3）ベル・システムの解体は，既に外堀（ＦＣＣの規制緩和政策の進展）と内

堀（議会での通信法改正論議の敗北）を埋められていたＡＴ＆Ｔが，いねば本

丸ともいうべき反トラスト訴訟上の決着として行われたものであり，解体

前のＡＴ＆Ｔの巨大さ，独占的分野（ローカル通信）と競争的分野（長距離通

信，機器製造）の間の内部相互補助問題，ローカル通信の競争的分野におけ

る独占の乱用，市場シェアなどの見地から審理され，訴訟当事者（原告：司

法省，被告:ＡＴ＆Ｔ）の間で合意したものを，ワシントン連邦地裁（グリーン

判事）が利害関係者の意見を考慮して一部修正の上確定したものである。

　（4）反トラスト訴訟を水平的分割のみで解決できたのは，バクスター（司

法省反トラスト局長），ブラウントとりーネンス；（ＡＴ＆Ｔ会長と同社主席弁護

士），グリーン（ワシントン連邦地裁判事）という以上三者の人的組合せによ

るユニークな決着であり，これが別の組合せであれば別の形の決着となっ

たであろうともいわれている65）。

　（5）アメリカでは一般に市場競争原理で決定され，結果のいかんより，民

主主義的プロセスが重視される。すなわち，ベル・システムの解体がいか

なる結果をもたらすかということではなく，解体の決定にあたって，当事

者や利害関係者が自由に意見を述べ，それらが十分に考慮されたか否かと

いう「適正な法手続き」に則って行われたかが重要である。　したがって解

体は，適正な法手続きを満たしていればその結果生じたことに責任は問わ

れず，アメリカ電気通信政策上の最大の決定の１つでありながら，アメリ

カ経済や電気通信産業に及ぼす影響,ユ－ザーに与えるインパクトについ

ては殆ど考慮されていないといってよい。

　（６）ＡＴ＆Ｔはかなりの犠牲を払ったが，垂直統合を維持した。それゆえ

我々は，他のいかなる産業よりも電気通信事業において，垂直統合が水平

　　　　　　　　　　　　－128（49）－



－127（50）－

統合より効率的で進歩をもたらすか否かの実験をしているのである。また

長期的に見た場合，解体は大きな賭けであり，従来規制されてきた産業に

競争を導入する実験の一部でもある。統合されたベル・システムと同様

に，競争的な市場が革新的であるかどうかが問われているのである66)。



－126（51）－



－125（52）－



－124（53）－



－123（54）－


